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社会福祉法人栗原市社会福祉協議会  
契約及び入札に関する要綱  

 
平成２８年７月２８日制定  
平成２９年７月２０日一部改正  
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第７章 契約の履行  

第１節 通則（第３８条－第４１条）  
  第２節 監督及び検査（第４２条－第４９条）  

第８章 雑則（第５０条－第５２条）  
附則  

 
   第１章 総則  
 （趣旨）  
第１条 この要綱は、社会福祉法人栗原市社会福祉協議会（以下「本会」と

いう。）が締結する売買、賃貸借、請負その他の契約及び入札に関する事

務の取り扱いに関しては、経理規程に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。  
 （定義）  
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。  
 （１）契約 本会を当事者の一方とする売買、賃貸借、請負その他の契約  

をいう。  
 （２）入札 一般競争入札（条件付一般競争入札、制限付一般競争入札）、

指名競争入札をいう。  
 （３）契約担当者 会長又はその委任を受けて契約を締結する者をいう。 
 （４）契約者 本会と契約を締結する相手の者をいう。  
 （５）入札執行者 会長又はその委任を受けて入札を執行する者をいう。 
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 （６）入札者 契約者となるため入札をする者をいう。  
 （事務の総括）  
第３条 契約担当者は、契約及び入札に関する事務の適正な執行を期するた

め、契約に関する事務の処理の制度を整え、契約に関する事務の処理手続

きを統一し、及び当該事務の処理について必要な調整をするものとする。 
２ 契約担当者は、契約及び入札に関する事務の適正な執行を期するため必

要があると認めるときは、課長等に対し、その所掌事務に係る契約等に関

する事務の状況に関する報告を求め、実地に調査し、又は当該事務の処理

について必要な措置を講ずべきことを求めることができる。  
 
   第２章 一般競争入札  
   第１節 参加資格  
 （競争入札参加者の資格）  
第４条 会長は、特別の理由がある場合を除くほか、地方自治法施行令（以

下「令」という。）第１６７条の４第２項のいずれかに該当すると認めら

れるときは、その者について３年以内の期間を定めて一般競争入札に参加

させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札

代理人として使用する者についても、また同様とする。  
 （一般競争入札の参加者の資格審査等）  
第５条 会長は、令第１６７条の４に定めるもののほか、同令第１６７条の

５及び第１６７条の５の２の規定により、一般競争入札に参加する者に必

要な資格要件を定めることができる。  
２ 会長は、その者が入札に参加する資格の有無について審査をしなければ

ならない。ただし、栗原市に入札参加登録している者は、この限りでない。  
３ 会長は、令第１６７条の５第２項の規定により、一般競争入札に参加す

る者に必要な資格を定めたときは、当該資格を公告しなければならない。 
４ 会長は、規定により審査したときは、資格を有する者の名簿を作成する

ものとする。  
５ 一般競争入札に参加する者に必要な資格、入札参加資格を有する者の登

録及びその取り消しについては、栗原市財務規則を準用する。  
   第２節 公告及び入札  
 （一般競争入札の公告）  
 第６条 契約担当者は、一般競争入札により契約を締結しようとするとき

は、入札期日の１０日前までに、次に掲げる事項を公告しなければならな

い。ただし、急を要する場合は、５日前までに短縮することができる。  
 （１）入札に付する事項  
 （２）入札に参加する者に必要な資格に関する事項  
 （３）契約条件を示す場所及び日時  
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 （４）入札執行の場所及び日時  
 （５）入札保証金及び契約保証金に関する事項  
 （６）入札の無効に関する事項  
 （７）前各号に掲げるもののほか、入札に関し必要な事項  
 （入札保証金の率）  
第７条 契約担当者は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、

その一般競争入札に参加しようとする者をして、その者の見積る入札金額

の１００分の５以上の入札保証金を納めさせなければならない。  
 （入札保証金に代わる担保）  
第８条 第７条に規定する入札保証金の納付に代えて提供させることがで

きる担保は、次に掲げるものとする。  
 （１）国債証券又は地方債証券、その他政府の保証のある債券  
 （２）銀行が振り出し、又は支払保証をした小切手  
 （３）銀行又は会長が確実と認める金融機関（出資の受入、預り金及び金

利等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５号）第３条に規定

する金融機関をいう。以下同じ。）が引き受け又は保証若しくは裏書き

した手形  
 （４）銀行又は会長が確実と認める金融機関の保証  
 （５）公有財産売却システムを管理する事業者の保証  
２ 前項の担保の価値は、令第１５６条に定めるところによる。  
 （入札保証金の免除）  
第９条 次の各号のいずれかに該当する場合は、入札保証金の全部又は一部

の納付を免除することができる。  
 （１）一般競争入札に参加しようとする者が保険会社との間に本会を被保

険者とする入札保証契約を締結したとき。  
 （２）一般競争入札に参加する資格を有し、過去２年間国（公社及び公団

を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数

回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した者につ

いて、その者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められる

とき。  
２ 前項第１号に該当する場合においては、当該入札保証保険契約に係る保

険証書を提出させなければならない。  
 （予定価格の作成）  
第１０条 予定価格は、入札に付する事項の価格の総額について定めなけれ

ばならない。  
２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、設計書又は仕様

書、取引の実例価格に基づいて、需給の状況、履行の難易、数量の多寡、

履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。  
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３ 予定価格を記載した書面（以下「予定価格調書」という。）は、封書に

し、開札の際は、開札場所に置かなければならない。  
 （最低制限価格）  
第１１条 会長は、令第１６７条の１０第２項の規定により最低制限価格を

設けたときは、予定価格調書に当該最低制限価格を記載しなければならな

い。  
 （入札執行）  
第１２条 会長は一般競争入札を行う場合は、その執行者にならなければな

らない。ただし、代理者をして執行させることができる。  
第１３条 入札執行者は、契約条件、現場の状況等を入札者をして周知させ

たことを確認した後、第６条の規定により公告した入札執行の日時に同項

の規定により公告した入札執行の場所において入札案件１件ごとに作成

した入札書を提出させなければならない。  
２ 入札執行者は、入札者が代理人であるときは、代理権を証する書類を提

出させ、これを確認しなければならない。  
３ 入札執行者は、開札の際に第１０条の規定による封書を開札場所に置か

なければならない。  
 （入札の延期等）  
第１４条 入札執行者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、入札を延

期し、中止し、又は取り消すことができる。  
 （１）天災、地変等により入札の執行が困難なとき。  
 （２）入札が適正に行われないおそれ又は行われなかったおそれがあると  

認められるとき。  
 （３）前各号に掲げるもののほか、やむを得ない事情が生じたとき。  
 （入札者の失格）  
第１５条 入札執行者は、入札者が次の各号のいずれかに該当するときは、

失格とし、入札又は再度入札に参加させてはならない。  
 （１）入札期日において、令第１６７条の４の規定に該当するとき。  
 （２）入札期日において、当該入札に係る第５条第１項の規定により会長  

が定めた資格を有しなくなったとき。  
 （３）入札期日において、指名停止を受けている期間中であるとき。  
 （４）代理人が入札者の委任状を提出しないとき。  
 （５）入札保証金又は入札保証金に代わる担保を提出しないとき。  ただ  

し、入札保証金の納付を免除されたときは、この限りでない。  
 （６）正当な理由がなく、指定された日時及び場所に入札書を提出しない  

とき。  
 （７）入札公告に示した入札参加条件に違反したとき。  
 （８）最低制限価格を設けた場合において、当該最低制限価格を下回る入
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札を行ったとき。  
 （９）公正な価格を害し、又は不正の利益を図る目的をもって連合するな

ど私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第

５４号。以下「独禁法」という。）に抵触する行為その他の不正の行為

を行ったとき。  
 （１０）正常な入札の執行を妨げる行為をしたとき。  
２ 入札執行者は、入札者又は代理人（以下「入札者等」という。）が次の

各号のいずれかに該当するときは、失格とし、入札又は再度入札に参加さ

せないことができる。  
 （１）独禁法に抵触する行為その他の不正の行為を行ったおそれがあると

き。  
 （２）正常な入札の執行を妨げる行為をするおそれがあるとき。  
 （入札者の無効）  
第１６条 入札執行者は、入札が次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、当該入札の全部又は一部を無効としなければならない。  
 （１）前条の規定により失格となった者が入札を行ったとき。  
 （２）入札者等が２以上の入札を行ったとき。  
 （３）入札書の記載内容に重大な不備があり、入札者等の意思が明らかで

ないと認められるとき。  
 
   第３節 落札者の決定等  
 （落札者）  
第１７条 売却及び貸付け以外の場合においては、有効な入札を行った入札

者等のうち、予定価格以下の最低価格をもって入札した者を落札者とする。 
２ 売却及び貸付けの場合においては、有効な入札を行った入札者等のうち、

予定価格以上の最高価格をもって入札した者を落札者とする。  
３ 第１項の入札において最低制限価格を設けたときは、同項の規定にかか

わらず、予定価格以下の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した

者のうち、最低価格をもって入札した者を落札者とする。  
 （落札後の措置）  
第１８条 会長は、落札者を決定したときは、直ちにその旨を落札者に通知

しなければならない。  
 （入札保証金の還付）  
第１９条 入札保証金（その納付に代えて提供された担保を含む。以下同じ。）

は、入札終了後、還付する。ただし、落札者に対しては、契約締結後（契

約保証金を納付させる契約にあっては、契約保証金の納付又はこれに代わ

る担保の提供後）還付するものとする。  
 ２ 入札保証金は、落札者の申出により契約保証金に充当することができ



6 
 

る。  
 
   第３章 指名競争入札  
 （指名競争入札の参加者の資格審査等）  
第２０条 会長は、令第１６７条の第２項の規定により指名競争入札に参加

する者に必要な資格を定めるものとする。  
２ 会長は、その者が当該資格を有するかどうかを審査しなければならない。

ただし、栗原市に入札参加登録している者は、この限りでない。  
３ 第５条第３項の規定は、指名競争入札の場合に準用する。  
４ 会長は、同条第２項の規定により審査したときは、資格を有する者の名

簿を作成するものとする。  
５ 会長は、同条第１項の規定に基づいて定めた資格が、第５条第１項の規

定に基づいて定めた資格と同一であるなどのため、同条第２項に規定する

審査及び前項に規定する名簿の作成の必要がないと認めるときは、当該審

査及び名簿の作成は行わず、同条第２項の規定による参加する者の資格の

審査及び同条第４項の規定による名簿の作成をもって代えるものとする。 
６ 指名競争入札に参加する者に必要な資格、入札参加資格を有する者の登

録及びその取り消し等に関する事項は、栗原市財務規則を準用する。  
 （指名等）  
第２１条 会長は、指名競争入札により契約を締結しようとするときは、前

条第４項に規定する名簿に登録された者のうちから、５人以上を指名しな

ければならない。ただし、特別な事情がある場合には５人未満とすること

ができる。  
２ 第６条（第２号を除く。）の規定は、令第１６７条の１２第２項の規定

により指名競争入札に参加させようとする者に通知する場合に準用する。

この場合において、「一般競争入札」とあるのは「指名競争入札」と、「公

告しなければならない」とあるのは「通知しなければならない」と読み替

えるものとする。  
 （一般競争入札に関する規定の準用）  
第２２条 第７条から第２１条までの規定は、指名競争入札の場合に準用す

る。この場において、第１１条中「令第１６７条の１０第２項」とあるの

は「令第１６７条の１３において準用する令第１６７条の１０第２項」と、

第１３条中「令第１６７条の１０第１項」とあるのは「令第１６７条の１

３において準用する令第１６７条の１０第１項」と、第１６条第１項第１

号中「令第１６７条の４」とあるのは「令第１６７条の１１第１項におい

て準用する令第１６７条の４」と、同項第２号中「第５条第１項」とある

のは「第２２条第１項」と、同項第７号中「入札公告」とあるのは「指名

通知」と読み替えるものとする。  
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 （指名競争入札における入札者の失格の特例）  
第２３条 入札執行者は、前条において準用する第１５条の規定によるほか、

入札者が指名競争入札の指名を取り消されたときは、失格とし、入札又は

再度入札に参加させてはならない。  
 
   第４章 随意契約  
 （随意契約の範囲）  
第２４条 令第１６７条の２第１項第１号に規定する本会経理規程で定め

る額とし、契約でその予定価格が次に掲げる種類に応じ定められた額を超

えない場合とする。又随意契約によることができる合理的な理由などにつ

いては、本会経理規程第７７条を準用する。  
 （１）工事又は製造の請負 ２５０万円  
 （２）食料品・物品等の買入れ １６０万円  
 （３）前各号に掲げるもの以外 １００万円  
 （随意契約の予定価格）  
第２５条 契約担当者は、随意契約により契約を締結しようとするときは、

あらかじめ第１０条の規定に準じて予定価格を定めなければならない。た

だし、災害等緊急に契約を締結する必要があり、かつ、予定価格を定める

いとまがないときは、この限りでない。  
 （見積書の徴収）  
第２６条 契約担当者は、随意契約を締結しようとするときは、３人以上の

者から見積書を徴し比較するなど適正な価格を客観的に判断しなければ

ならない。ただし、予定価格が第２４条第１項の各号に掲げる契約の種類

に応じ定められた額を超えないときは、２人の者からの見積書を徴し比較

するものとする。  
２ 次の各号のいずれかに該当する場合は、１人から見積書を徴することが

できる。  
 （１）再度入札に付しても落札者がいないとき。  
 （２）機密を要する印刷物の購入契約を締結しようとするとき。  
 （３）災害その他の事由により緊急に必要とする物品等の購入契約を締結

しようとするとき。  
 （４）購入する物品が特殊なため、その業者が限定されているとき。  
 （５）地域的特殊事情により、その取扱業者がほかにいないとき。  
 （６）前各号に定める場合のほか、１件の予定価格が２０万円未満の契約

において、会長が１人の見積書で適当と認めるとき。  
３ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、見積

書を徴さないことができる。  
 （１）国、地方公共団体又は公共的団体と契約するとき。  
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 （２）法令により価格又は料金に統制の定めがあるとき。  
 （３）新聞、図書、定期刊行物等を購入するとき。  
 （４）災害その他の緊急を要する場合において契約するとき。  
 （一般競争入札に関する規定の準用）  
第２７条 第１８条第１項及び第１９条の規定は、随意契約の場合に準用す

る。この場合において、これらの規定中「落札者」とあるのは「契約の相

手方」と、「入札」とあるのは「随意契約」と読み替えるものとする。  
 
   第５章 せり売り  
 （一般競争入札に関する規定の準用）  
第２８条 第５条第１項及び第４項、第６条から第１０条まで、第１２条、

第１８条並びに第１９条の規定は、せり売りの場合に準用する。この場合

において、「令第１６７条の５」とあるのは「令第１６７条の１４におい

て準用する令第１６７条の５第１項」と、「一般競争入札」とあるのは「せ

り売り」と読み替えるものとする。  
 
   第６章 契約の締結  
 （契約書の作成及び記載事項）  
第２９条 契約担当者は、一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」

という。）により落札者を決定したとき、又は随意契約若しくはせり売り

により相手方を決定したときは、７日以内に契約書を作成し、契約を締結

しなければならない。  
２ 前項の契約書には、契約の目的、契約金額、履行期限及び契約保証金に

関する事項のほか、次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、

契約の性質又は目的により該当しない事項については、この限りでない。 
 （１）契約履行の場所  
 （２）契約代金の支払い又は受領の時期及び方法  
 （３）監査及び検査  
 （４）履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金その

他の損害金  
 （５）危険負担  
 （６）かし担保責任  
 （７）契約に関する紛争の解決方法  
 （８）その他必要な事項  
３ 前項の規定により契約書を作成する場合においては、会長は契約の相手

方とともに契約書に記名押印しなければならない。  
 （契約書の作成を省略することができる場合）  
第３０条 契約担当者は、次のいずれかに該当するときは、第２９条第１項
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に規定する契約書の作成を省略することができる。  
 （１）競争入札による契約又は随意契約で契約金額１００万円を超えない契

約をするとき。  
 （２）せり売りに付するとき。  
 （３）物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を

引き取るとき。  
 （４）前第１号及び第３号に規定する場合のほか、随意契約による場合にお

いて会長が契約を作成する必要がないと認めるとき。  
２ 第１項の規定により契約書の作成を省略する場合においても、特に軽微

な契約を除き、契約の適正な履行を確保するため、請書その他これに準ず

る書面を徴するものとする。  
 （公正入札違約金）  
第３１条 契約担当者は、契約を締結した後において、当該契約の相手方の

入札が第１５条第１項第９号に該当する行為によるものであったことが

明らかになったときは、契約金額の１００分の１０に相当する額の公正入

札違約金を当該契約の相手方から徴することができる。  
２ 会長は、前項に規定する公正入札違約金の支払いに代え、当該公正入札

違約金の額に相当する額を支払代金から控除することができる。  
 契約保証金）  
第３２条 契約担当者は、契約者にその契約金額の１００分の１０以上の契

約保証金を納めさせなければならない。  
 （契約保証金の免除）  
第３３条 契約担当者は、次に掲げる場合においては、契約保証金の全部ま

たは一部を納めさせないことができる。  
 （１）契約の相手方が保険会社との間に、本会を被保険者とする履行保証

保険契約を締結したとき。  
 （２）契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央銀行その

他の財務大臣の指定する金融機関と工事履行保証契約を締結したとき。 
 （３）競争入札に参加する資格を有する者と契約を締結する場合において、

その者が過去２年間に国、地方公共団体等と種類及び規模をほぼ同じく

する契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、

かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。  
 （４）法令に基づき延納の特約が認められる場合において、確実な担保が

提供されたとき。  
 （５）財産を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納され

るとき。  
 （６）国、地方公共団体又は公共的団体と契約を締結するとき。  
 （７）前各号に定める場合のほか、確実に契約が履行されるもので、会長



10 
 

が適当と認めるとき。  
２ 前項第１号に該当する場合においては、当該履行保証保険契約に係る保

険証券を、同項第２号に該当する場合においては、当該工事履行保証契約

に係る保証証券を提出させなければならない。  
 （契約保証金に代わる担保）  
第３４条 第８条の規定は、契約担当者が契約保証金の納付に代えて担保を

提供させる場合に準用し、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和

２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証又は

契約保証金の納付に代えることができる担保とする。  
 （契約の変更）  
第３５条 契約担当者は、契約締結後の事情により必要があると認めるとき

は、相手方と協議して契約の変更をすることができる。  
２ 前項の規定により契約を変更したときは、変更契約書又は変更請書を作

成しなければならない。ただし、第３０条第２項の規定により請書の徴収

を省略した契約の変更については、この限りでない。  
 （契約の解除）  
第３６条 契約担当者は、契約の相手方がその義務を履行しない場合は、当

該契約を解除することができる。  
２ 前項の規定による契約の解除は、書面により契約者に通知しなければな

らない。  
３ 第１項の場合において、本会が損害を受けたときは、契約者は、その損

害を賠償しなければならない。  
 （契約保証金の還付）  
第３７条 契約保証金は、契約履行後に還付するものとする。ただし、契約

において、かし担保義務期間の満了までその全部又は一部の還付を留保す

ることができる。  
 
   第７章 契約の履行  
   第１節 通則  
 （契約遅滞の違約金）  
第３８条 会長は、契約の相手方の責めに帰すべき理由により、履行期限ま

でに履行が完了しない場合は、契約金額（可分のもので一部の引継ぎを了

し、又は一部の納付があったときは、その残額）について、遅滞日数に応

じ政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）

第８条第１項の規定に基づき、財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して、

決定する率の割合で計算した違約金を徴する旨の約定をしなければなら

ない。ただし、契約保証金の全部又は一部を履行遅滞に対する賠償額と予

定した場合は、この限りでない。  
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２ 前項の違約金を徴収する場合は、契約代金又は契約保証金から控除し、

なお不足があるときは、その不足分を徴収するものとする。  
 （前金払）  
第３９条 会長は、公共工事の前金払保証事業に関する法律第５条第１項の

規定に基づき登録を受けた保証事業会社の保証に係る工事及び測量・建設

コンサルタント等の業務に要する経費で１件の金額が１５０万円以上の

ものについては、４割を超えない範囲に限り、前金払の契約をすることが

できる。  
２ 前項の場合において、契約の相手方から前金払保証契約書（証書謄本の

ほか写し１通）の寄託を求め、保管しなければならない。設計変更等の理

由により前金払保証契約書の記載事項に変更を要する場合も、また同様と

する。  
 （中間前金払）  
第４０条 前条第１項の契約をした会長は、当該契約に係る工事（請負代金

の額が１件５００万円以上のものに限る。）に要する経費について、必要

があると認定したときは、その工事の請負代金の２割の額を超えない範囲

内に限り、中間前金払（前条の規定による前金払に追加してする前金払を

いう。以下同じ。）の契約をすることができる。  
２ 前項の場合において、契約の相手方から中間前金払保証契約書（証書謄

本のほか写し１通）の寄託を求め、保管しなければならない。設計変更等

の理由により中間前金払保証契約書の記載事項に変更を要する場合も、ま

た同様とする。  
 （部分払）  
第４１条 会長は、工事若しくは製造の請負契約又は物件購入契約の履行完

了前において、その既済部分又は既納部分に対し、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号の定める額を限度として部分払をすることができる。  
 （１）工事又は製造の請負 既済部分に対する代価の１０分の９に相当す

る額  
 （２）物件の買入れ 既納部分に対する代価に相当する額  
 
   第２節 監督及び検査  
 （監督）  
第４２条 会長又はその委任を受けた者から監督を命ぜられた職員又は令

第１６７条の１５第４項に基づき監督の委託を受けた者（以下「監督職員」

という。）は、契約書、仕様書及び設計書その他の関係書類に基づいて監

督を行わなければならない。  
２ 監督職員は、必要があるときは契約の履行について、立会、工程の管理、

履行途中における試験、検査等の方法により監督をし、契約の相手方に必
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要な指示をしなければならない。  
３ 監督職員は、監督の実施にあたっては、契約の相手方の業務を不当に妨

げることのないようにするとともに、監督において特に知ることができた

その者の業務上の秘密に属する事項は、これを他に漏らしてはならない。 
４ 監督職員は、監督にあたってはその任を命じた者と緊密に連絡するとと

もに、その要求に基づき又は随時に、監督の実施状況について報告をしな

ければならない。  
 （検査職員の設置及び検査担当区分）  
第４３条 地方自治法第２３４条の２第１項の規定に基づく検査を行わせ

るため、検査職員を置き、次に掲げる者をもって充てる。  
 （１）契約担当者又は契約担当者が指定した所属職員  
 （２）前第１号に規定する者以外の者で、特に会長から任命された者  
 （３）令第１６７条の１５第４項の規定に基づき検査の委託を受けた者  
２ 前項の検査職員に事故があるとき、又は件名に限り特別に検査を必要と

するときは、当該検査職員以外の職員に、臨時に検査を命ずることができ

る。  
３ 検査職員は、検査の執行にあたって必要があると認めるときは、職員の

うちから検査補助員を指名することができる。この場合において、検査職

員はその検査補助員の属する課の長とあらかじめ協議して指名するもの

とする。  
 （検査の種類）  
第４４条 検査の種類は、次のとおりとする。  
 （１）部分検査 給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合や、

契約を解除しようとする場合において、既済部分又は既納部分の確認を

するための検査。  
 （２）中間検査 契約の給付の完了前において、随時に行う検査。  
 （３）完了検査 契約についての給付の完了を確認するための前第２号の  

検査済部分を含む検査。  
 （検査職員の一般的職務）  
第４５条 検査職員は、契約についての給付の完了の確認につき、契約書、

仕様書及び設計書その他の関係書類に基づいて検査を行わなければなら

ない。  
２ 検査職員が検査をするにあたっては、別に定めがある場合を除き契約者

から契約の給付の完了に関する給付完了通知書を査収し、契約者の立合い

を求め、検査しなければならない。  
３ 検査職員は、請負契約について必要があるときは、当該契約に係る監督

職員の立合いを求めて、当該給付の内容について検査を行わなければなら

ない。  
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４ 検査職員は、前項以外の契約について当該給付の内容及び数量について

検査を行わなければならない。  
 （検査執行不能等の報告）  
第４６条 検査職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該職員が

所属する課の長にその事情を報告し、その指示を受けなければならない。 
 （１）検査執行のできないとき。  
 （２）令第１６７条の４第２項第１号及び第４号から第６号までの規定に

該当すると認めるとき。  
 （３）前第２号に掲げるもののほか、検査について疑義があるとき。  
 （検査職員の兼務禁止）  
第４７条 検査職員は、同一契約について監督職員の職務を行ってはならな

い。  
 （検査調書の作成）  
第４８条 検査職員は、検査の結果が適正であると認めたときは、直ちに検

査調書を作成し、当該検査任命者及び契約担当者に復命し、又は回議しな

ければならない。  
２ 前項の規定にかかわらず、第３０条の規定により契約書の作成が省略さ

れた場合に限り、検査調書の作成を省略することができる。この場合には、

契約関係諸票に当該職員の検査又は検査済みの認印をもって検査又は検

収に関する調書に代えることができる。  
 （検査不合格の場合の措置）  
第４９条 検査職員は、検査の結果、不合格となったものについて手直し、

補強又は取替えをさせる必要があると認めるときは、監督職員又はその任

命者に通知し、その指示により新たに期限を指定して手直しその他適宜の

措置を行わせなければならない。また、引取り、追納等をさせる必要があ

ると認めるときは、その期限を指定して適宜の措置を契約者に行わせなけ

ればならない。  
２ 検査職員は、前項の規定により手直し、補強、取替え又は追納等をさせ

たものについて再検査をしたときは、そのものについて検査調書を作成し、

その期限、既往検査日付及び検査内容を記載しなければならない。  
３ 第４８条第２項の規定に基づき検査調書の作成を省略した場合は、前項

の記載は当該契約関係諸票に再検査日付を記入し、押印して検査調書に代

えるなどの適当な方法によらなければならない。  
 
   第８章 雑則  
 （長期継続契約）  
第５０条 長期継続契約を締結することができる契約については、栗原市長

期継続契約に関する条例等に基づくものとする。  



14 
 

 （契約及び入札に関する規定の準用）  
第５１条 この要綱に定めるもの以外については、栗原市財務規則及びこれ

らに関する諸規程等を準用するものとする。  
 （補則）  
第５２条 この要綱の施行に関し必要な事項は、会長が別に定める。  
 
  附則  
   この要綱は平成２８年８月１日から施行する。  
  附則  
   この要綱は平成２９年８月１日から施行し、平成２９年４月１日から

適用する。  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


